
（様式第３号）

令和４年中に減少した（もしくは減少すると見込まれる）主たる生計維持者の収入の種類と金額

※下記の４種類から該当するものをそれぞれ記入　　　　　　　　　　　　　　　　　　

確定 500,000 円 ☜

確定 450,000 円 ☜

確定 350,000 円 ☜

確定 300,000 円

確定 300,000 円

確定
見込 300,000 円 ☜

確定
見込 300,000 円

確定
見込 0 円

確定
見込 0 円 ☜

確定
見込 0 円 ☟

確定
見込 0 円

確定
見込 0 円

2,500,000 円 6,000,000 円 ☜

新型コロナウイルス感染症の影響により、事業等の廃業又は失業をした場合、

下記についてご記入ください。

※離職理由については、新型コロナウイルス感染症に起因することが分かるように具体的にご記入ください。

離職した業種：　飲食店 離職年月日：　Ｒ４．７．３１
離職理由：　新型コロナウイルス感染症の影響で客足が減少し、
　　　　 経営が困難となったため廃業。

👆 👆 👆
※ 減少率が３０％以上であることが

減免の条件となります。申告書の Aに転記 Bに転記 Cに転記

１０月
収入金額から除いた給付金の合計額を記載
してください。

１１月

給付金金額

　　国　　持続化給付金　　　　1,000,000　円

　　県　　感染症拡大防止協力金  100,000　円

　　市　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円

１２月

計 58.3%
この部分を様式第２号、収入等の状況申告
書に転記してください。

７月

☜

見込額が算定できない場合は、前月までの
平均値や直近の収入額を参考に記入してく
ださい。なお、見込額の記載がない場合は、
確定している月の収入の平均値を基に審査
します。８月

９月
明らかに合理性がないとみなされる場合に
は記載内容が認められない場合がありま
す。

給与の方は支給総額（税・社会保険料込）を
記入ください。

４月

☜
国や県等から支給される給付金（10万円の
定額給付金や持続化給付金等）は収入に加
える必要はありません。

５月

６月
未確定の部分については見込額を記入して
ください。

業種

飲食店経営
☑　事   業
□　不動産
□　山   林
□　給   与

１月
収入が確定している月の分については、収
入等の状況を確認できる帳簿や給与明細等
の写しを添付願います。

２月
営業・不動産等の場合は売上（経費を引く前
の額）を記入ください。

３月

収入減少率計算書

（複数の減少した収入の種類がある場合は、それぞれにご記入願います。）

該当する箇所に✔
印をつけてくださ
い。

国や県等から支給される給付金
（持続化給付金等）は収入額から

除いてください。
業種についてご記入ください。

収入の種類
6月以
降分
は、ど
ちらか
を○で
囲んで
くださ
い。

令和４年の月毎の事業
収入額もしくは見込額

①

令和３年の
事業収入額　②

減少率
1-①÷②


